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副題

□１.安全・安心 □５.公共工事の品質確保・向上 2

■２.環境 □６.景観 4

□３.情報化 □７.伝統・歴史・文化

■４.コスト縮減・生産性の向上 □８.リサイクル 番号：

□1.省人化 □5.耐久性向上 □9.地球環境への影響抑制 3
開発目標 □2.省力化 □6.安全性向上 □10.省資源・省エネルギー 8
（選択） ■3.経済性向上 □7.作業環境の向上 □11.品質の向上

□4.施工精度向上 ■8.周辺環境への影響抑制 □12.リサイクル性向上 番号：

従来技術名：

1.経済性 ■1.向上（26％）　□2.同程度　□3.低下（　％）　番号： 1
2.工程 ■1.短縮（50％）　□2.同程度　□3.増加（　％）　番号： 1
3.品質・出来型 ■1.向上　□2.同程度　□3.低下 番号： 1
4.安全性 ■1.向上　□2.同程度　□3.低下 番号： 1
5.施工性 ■1.向上　□2.同程度　□3.低下 番号： 1
6.環境 ■1.向上　□2.同程度　□3.低下 番号： 1
7.その他 □1.　（定義済みの値なし） 番号：

開発体制 番号：

開発会社 株式会社ビーセーフ

有限会社吉田構造デザイン
販売会社 株式会社アースシフト 協会名 ストロンガー工法研究会

会社名： 住所：富山県南砺市松原220-6

技術 担当部署： TEL：

FAX：

担当者名： mail:

会社名： 住所：静岡県静岡市葵区山崎2-14-7

営業 担当部署： TEL：

FAX：

担当者名： mail:

（概要）

①何について何をする技術なのか?
 ・既設のH鋼式落石防護柵に、ねじれを拘束する部材、高強度ワイヤ金網及び緩衝装
置
   を設置することにより、吸収エネルギーを高める技術
②従来はどのような技術で対応していたのか?
 ・既設のH鋼式落石防護柵を撤去し、新たにH鋼サイズを大きくした落石防護柵を
   再設置していた。
③公共工事のどこに適用できるのか?
 ・落石対策工
 ・落石防護柵補修工

建設部 054-278-8498

望月公一朗

株式会社アースシフト
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平成25年12月1日

■1.工法　□2.機械　□3.材料　□4.製品　□5.その他

問合せ先

株式会社ビーセーフ

開発設計部
0763-22-7835

小島明德

0763-22-7836

054-278-8309

ken19@earth-shift.co.jp

a_kojima@be-safe-japan.com

キーワード

国土交通省へ
の登録状況

申請地方整備局名 登録年月日

北陸地方整備局 平成26年5月28日

区分

新技術概要説明資料（１／５）

名称 ストロンガー工法
収受受付年月日 平成26年10月1日

変更受付年月日

H鋼式落石防護柵の補強 開発年

分類

□1.単独 ■2(1)共同研究(民民) □2(2)共同研究(民官) □2(3)共同研究(民学

HR-140004-A

活用の効果

H鋼式落石防護柵（再設置）
26%
50%

登録番号

番号：
1

1-3-2.道路／付属施設

評価（事前・事後）



ストロンガー工法 登録No. 1508

（特　徴）

（施工方法）

（施工単価等） 1(2)

その他（カタログなど）

積算資料等

施工管理基準資料等

（短　所）
   ・既設のH鋼式落石防護柵に腐食、損傷等がある場合には設置できない。
　 ・想定される落石エネルギーが、補強部材設置後の吸収エネルギーを上回る場合には
　　 設置できない。

（長　所）
  ・新たに点検等により発見された落石に対して、既設のH鋼式落石防護柵を利用して
　・落石防護柵の吸収エネルギーを高める事ができる。
　・従来の取替え工事のように既設のH鋼式落石防護柵を撤去する必要が無い。
　・経済性、施工性が向上し、工程が大幅に短縮される。

掲載刊行物
建設物価（　有　・　無　）　掲載品目（　　　　　　　　　　　　　）

・ストロンガー工法工事積算資料（資料－2）

・土木工事共通仕様書　平成25年12月　　静岡県交通基盤部　　（資料－3）
・工場製作した製品　　　日本工業規格（JIS）
                        　　  ＜参考資料＞材料試験及び検査成績証明書（資料－4）
・現場における出来形管理基準
　　　　　　　　　　　　　　  ストロンガー工法設計施工要領（資料－5）

A-2

標準タイプの場合
 　① 支柱に下部接続部材を取付け
 　② 支柱に上部接続部材と上部拘束バーを取付け
 　③ 端末補強部材と緩衝装置を取付け
 　④ 高強度ワイヤ金網を張り、 上段と 下段のワイヤロープに結合ロープとらせん
　　　ロープを配置して、高強度ワイヤ金網とワイヤロープを緊結
 　⑤ 完了

□1(1).歩掛りあり（標準）　■1(2).歩掛りあり（暫定）　□2.歩掛りなし

・積算資料 SUPPORT  2014年10月版 （資料－1）
   ストロンガー工法　上部接続部材　25,400 円／組（H200×100用  溶融亜鉛めっき）
　        〃       　下部接続部材　19,000 円／組（H200×100用　溶融亜鉛めっき）
　        〃       　上部拘束バー　23,000 円／組（φ25.4×3000用　溶融亜鉛めっき）

　        〃       　ワイヤ金網  　 8,100 円／m
2
（3本よりφ2.6 50×50mm SWMGH-4）他

積算資料（　有　・　無　）　掲載品目（ SUPPORT掲載：ｽﾄﾛﾝｶﾞｰ工法 ）

（　　カタログ：ストロンガー工法                              　）

新技術概要説明資料（２／５）
新技術名称



登録No. 1508

（適用条件）

（設計上の留意点）

（施工上・使用上の留意点）

（残された課題と今後の開発計画）

（実験等作業状況）

（添付資料）
実験資料等

その他

特　許 ■1.有り（番号:　　）□2.出願中　□3.出願予定　□4:無し 番号 1 (計 4件)
特許番号 特許公開2012-21364

実用新案 1.有り（番号:　　）□2.出願中　□3.出願予定　■4:無し 番号 4
新案番号

建設技術評価制度番号 民間開発建設技術の審査証明番号

証明年月日 証明年月日

評価・証明
制度等の名称 証明機関

制度等の名称 制度等の名称

制度名、番号 制度名、番号

その他の
制度等に 証明年月日 証明年月日

よる証明
証明機関 証明機関

証明範囲 証明範囲

　１）残された課題　　　仕様書準拠で性能確認を終えており、課題は無い。
　２）開発計画　　　　　18回の実物衝撃試験を行い、解析検討も含め、開発は完了。

　18回の実物検証実験により、性能は「落石対策便覧」（平成12年　社団法人日本道路協会）に準
拠している事を確認済み。設計方法も、「落石対策便覧」を適用できる事を確認済み。

　技術の成立性、適用性等を確認するための実験はすべて完了しており、土木学会　第11回「衝撃
シンポジウム」（平成26年10月）に実験結果を論文掲載（資料－6）。

　本技術の開発にあたり、現状の落石防護柵の実験に関する文献「落石防護柵の重錘衝突実験」
（右城猛，篠原昌二，松山哲也）の実験結果を参考にして補強方法を検討（資料－7）。

　H鋼式落石防護柵が道路際に設置されておらず、山腹に設置されている場合には、運搬設備（モ
ノレール）等の仮設費が必要な場合もある。

（適用できる条件）
 ・柵高H=3.5m以下のH鋼式落石防護柵であること
 ・既設のH鋼式落石防護柵の鋼材種別H100～H300に適用可能
 ・既設のH鋼式落石防護柵の吸収エネルギーを65～71kJ高めたい防護柵に適用可能

設計は、以下の仕様書に基づいて行われ、仕様書を逸脱する場合は適用できない。
 ・落石対策便覧 平成12年度6月 (社団法人 日本道路協会)
 ・道路橋示方書・同解説 平成24年3月 (日本道路協会)

新技術概要説明資料（３／５）
新技術名称 ストロンガー工法

A-3

（適用できない条件）
 ・柵高H=3.5mを超える場合やH鋼式以外の落石防護柵
 ・既設のH鋼式落石防護柵の鋼材種別H300×300を超える場合
 ・想定される落石エネルギーがストロンガー工法施工後の吸収エネルギーを上回る場合
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実績件数 公共機関： 1 件 民間：

発　注　者 施工時期
長野県
　　長野地方事務所
　　林務課

2014/4～
         2014/10
   (施工：2014/9)

平成25年度
   予防治山事業　第12号工事

施
工
実
績

新技術概要説明資料（４／５）
新技術名称 ストロンガー工法

工　事　名

0 件

CORINS登録No.

4019140426
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自社実験設備による実物衝撃実験（18回） 施工フローと取付け部材

解析による実験検証 柵高不足に伴う「かさ上げタイプ」

新技術概要説明資料（５／５）
新技術名称 ストロンガー工法

A-5

試験施工（富山県が管理する道路） 構造一般図


